
項目 令和４年度の取組計画 令和４年度の実績（令和４年１２月末時点）

・事業紹介リーフレットを作成する。 【実績】

・家計改善支援事業の事業説明会を開催する。 ・リーフレットを1,000部作成し、市役所の関係窓口や保健福祉センター内、市内３病院（芦屋セントマリア病院、南芦屋浜病院、市立芦屋病院）に設置した。

・家計以外の問題が見える場合は、各専門機関と連携を図りより良い支援を行なう。 ・内部に向けての事業説明会を8回、アウトリーチとして県立高校での事業説明を2回、阪神地域の情報交換会で1回、社会福祉協議会実習生に実習過程における事業説明を3回実施した。

・就労準備支援事業主催の「くろまつ」にて金銭管理講座を3回開催した。

・求職者の支援について就労支援と連携をした支援を行った。

【評価】

・関係機関へ依頼し、様々な相談窓口へリーフレットを設置できた。

・事業説明会について、短時間ではあったが要点を絞って説明ができた。

・就労支援との連携において生活に必要な収入の目安を算出し、就職につがったケースがあった。

【課題】

・今年度より新たに開始した事業のため、相談先としての定着や本事業の理解に向けて、様々な機関への周知や、定期的な事業説明の場が必要であると考えている。

・家計支援ツールを使用し、支援を実施する。 【実績】

・相談者への支援を通して、必要に応じて同行支援を行なう。 ・弁護士6回、債権管理課10回、保険課10回、年金窓口1回、住宅管理センター3回、水道お客様センター4回、生活援護課7回、携帯電話ショップ1回、不動産店1回、銀行1回、

・相談者の状況に応じて、各所での出張相談を行なう。 合計44回の同行支援を実施した。

・次回収入までの緊急的な支援として、必要に応じて食糧支援を行なう。 ・自宅訪問を11回実施した。

・食糧支援を2回実施した。

【評価】

・収納関係課への同行支援において、保険課や債権管理課の窓口担当者に家計表を配布することで、相談者の家計の現状について正確に把握してもらえたと感じた。

・滞納金について、家計支援ツールを使用した支払い計画書の作成や、同行支援により、事業開始から累計684,829円の支払いの支援ができた。

そのうち公租公課の占める割合は、約82.9%で、総額568,150円となり、生活困窮者支援を通じて収税にむすびついた。

【課題】

・家計支援ツールの活用について、新型コロナウイルス感染症の影響で一緒に家計表を作成するということが全国的に行いづらい環境にあり、

相談者自身の家計への理解度が低くなる傾向にあった。感染症法上の位置づけが変わることを受け、本来の形に戻し、理解度を引き上げていきたいと考えている。

・月１回開催の定例支援調整会議に参加する。 【実績】

・毎月第２金曜日開催の総合相談窓口連絡会に参加する。 ・定例開催の会議等に参加し、他機関との情報共有を行った。

・２ヶ月に１回開催の事例検討会に参加する。 【評価】

・年２回（７月、２月）開催の生活困窮者自立支援推進協議会に参加する。 ・現状と今後の見通しを家計の視点で報告することで、他機関の支援員に相談者の生活状況を把握してもらいやすくなり、円滑に支援へつなげることができた。

・個別ケースでの支援検討会を開催する場合、参加する。 【課題】

・他機関からつながりやすい環境を作るため、今後も継続して周知等を行いながら、連携できる関係先を増やしていくことが必要であると考えている。

・国、県が開催する研修に、可能な限り参加をする。 【実績】

・グリーンコープ独自で行なう事例研修会等に、可能な限り参加する。 ・兵庫県ヤングケアラー・若者ケアラー支援研修、生活困窮者自立支援制度におけるブロック別研修への参加。

・オールグリーンコープでの共有される情報を確認し、支援提供に活かす。 ・阪神地域障がい者就労支援センター情報交換会（障害年金についての社労士による研修）

・適宜メールにて情報共有を受け、支援提供に生かした。

【評価】

・研修の内容を相談に活かすことができた。

・情報共有について都度内容を確認し、支援に活用した。

【課題】

・今後も可能な限り研修等へ積極的に参加し、相談支援に活かしていきたいと考えている。
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